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取組実施状況について
あ

≪県北・県央・県南・県西・鹿行ブロック≫
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【県南[竜ケ崎]ブロック】
守谷市 ・・・・・・・・・・・・P25
稲敷市 ・・・・・・・・・・・・P26
つくばみらい市 ・・・・・P27
利根町 ・・・・・・・・・・・・P28

【県西】
古河市 ・・・・・・・・・・・・P29
結城市 ・・・・・・・・・・・・P30
下妻市 ・・・・・・・・・・・・P31
常総市 ・・・・・・・・・・・・P32
筑西市 ・・・・・・・・・・・・P33~34
坂東市 ・・・・・・・・・・・・P35~36
つくばみらい市 ・・・・・P37
八千代町 ・・・・・・・・・・P38
境町 ・・・・・・・・・・・・・・P39~43

【鹿行】
潮来市 ・・・・・・・・・・・・P44

水戸地方気象台 ・・・・・P45~50

茨城県 ・・・・・・・・・・・・・P3~8

【県北ブロック】
高萩市 ・・・・・・・・・・・・P9~10
ひたちなか市 ・・・・・・・P11
常陸大宮市 ・・・・・・・・P12
東海村 ・・・・・・・・・・・・P13
大子町 ・・・・・・・・・・・・P14

【県央ブロック】
笠間市 ・・・・・・・・・・・・P15
茨城町 ・・・・・・・・・・・・P16
城里町 ・・・・・・・・・・・・P17

【県南[土浦]ブロック】
筑西市 ・・・・・・・・・・・・P18~19
つくばみらい市 ・・・・・P20

【県南[竜ケ崎]ブロック】
龍ケ崎市 ・・・・・・・・・・P21~22
取手市 ・・・・・・・・・・・・P23~24



〇新たに、県管理河川１３河川について、洪水浸水想定区域図
の作成及び基準水位の設定を進めております。

○避難勧告等の発令や避難所の体制など、市町村との調整が
整った河川について、今後、公表していきます。
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＜現在、作成中の河川＞ １３河川

那珂川水系 桜川、藤井川※１、涸沼川※２

久慈川水系 山田川※１ 、飯田川※１

利根川水系 桜川、恋瀬川、谷田川、中通川
北浦川、大正堀川、田川、向堀川

※１ ダム下流河川 ※２ 一部作成済

＜作成済の河川＞ １７河川

○洪水予報河川 ： 利根川水系桜川
○水位周知河川 ：

那珂川水系 涸沼川
久慈川水系 久慈川、浅川、里川、茂宮川
二級河川 花園川※１ 、大北川※１ 、関根川

花貫川、十王川※１

想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーションの公表

茨城県



〇県河川の情報を迅速に市町村へ伝達するため、洪水警報、水防警報、水位到達情報の伝達について，従来の手
動によるFAXの伝達から、 自動配信によるメールを主とした伝達 に変更しました。（Ｒ２.９.２９伝達訓練を実施）

○また、気象庁の危険度分布を活用し、「水防警報」に予測水位の情報を追記しました。

○今後、国河川に係る情報についても、メールを主にした伝達に変更します。

県

手動による
ＦＡＸの伝達

避難勧告
発令部署

水防部署

市町村

電話による
受信確認

実線：主系統 破線：副系統

県

メールによる
自動配信

ＦＡＸ

メール返信による
受信確認

●従来

●変更

避難勧告
発令部署

水防部署

市町村

※洪水警報の危険度分布（気象庁）より，警戒
レベル４（紫）になった河川については，水位上
昇の見込みを記載。

水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

茨城県



河川の水位

観測開始水位

水位計

通常時 OFF

水位が観測水位より低い場合

河川の水位
観測開始水位

水位計

洪水時 ON

水位が観測水位より高い場合

観測開始水位より
水位を観測

設置されている水位計の例

危機管理型水位計
設置位置図

：既設

：Ｒ２整備

簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置

茨城県

〇県では、地先レベルでのきめ細やかな水位把握ができるよう、
洪水時の水位観測に特化した「危機管理型水位計」の設置を平成
30年度より進めており、住民の迅速な避難行動に役立つ情報を提
供しております。

〇設置においては、主に堤防高さや川幅などから，相対的に氾濫
が発生しやすい箇所や、人家密集地域の浸水する可能性が高い
箇所などを抽出、現地状況等を考慮し配置箇所を選定しておりま
す。令和2年度は新たに49箇所を増設し、県内全117箇所が設置
済み。



県が設置した危機管理型水位計、簡易型河川監視カメラの情
報は、県ホームページや右のQRコードより「茨城県土木部雨
量・河川水位情報」→「現況表」→「カメラ情報」で確認す
ることができます。

設置されている
簡易型河川監視カメラの例

リアルタイム画像
（５分更新）

平常時の画像

履歴画像

〇県では、氾濫の危険性が高く、人家や重要施設のある箇所に「簡易型河川監視カメラ」を設置し、河川状況を確認
することで、従来の水位情報に加え、リアリティーのある洪水状況を画像として住民と共有し、適切な避難判断を促す。
○令和２年度は令和元年東日本台風で被災した河川を中心に、簡易型河川監視カメラを67河川101箇所新設した。

簡易水位計や量水標、CCTVカメラの設置

茨城県

簡易型河川監視カメラ
設置位置図

：Ｒ２整備



（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項

要配慮者利用施設における避難計画の作成及び避難訓練の実施

令和２年度の取組状況

茨城県

１ 市町村へ要配慮者施設の確認及び地域防災計画への位置付けを依頼し，対象施設の取組状況を取りまとめた。

２ 市町村，河川事務所，気象庁と連携し，「要配慮者利用施設の避難確保計画作成に係る講習会」を開催した。

３ また，作成率が８割を超えたことから，作成支援から避難訓練の支援に軸足を移しつつある。

茨城町における要配慮者
利用施設の避難確保計画
作成に係る講習会

※ コロナ禍にあり施設からの協力が得られにくいが，大子町，つくば市の施設において避難確保計画に
基づく避難訓練を支援予定。

４ 災害対応勉強会において，作成率が飛躍的に向上した取手市の取り組みの紹介を行うとともに，要配慮者
利用施設の考え方について提示した。
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（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

防災教育の促進

令和２年度の取組状況

茨城県

令和２年度住民避難力強化事業において，マイ・タイムライン等の作成支援事業を実施した。
・実施回数：計１９回（１２市町） ※令和２年１２月１５日時点
・対 象：水害の危険度が高い地域に居住する県民，県庁見学により来庁した小学生，要配慮者を支援する

福祉関係職員
※県内の市町村及び県関係部局と連携し，様々な年代の県民に向けた防災知識の効果的な啓発
を促進した。

・実施内容：①ハザードマップを活用した居住地域の災害リスク及び避難先の確認。
②避難勧告等行政が発信する情報の確認及び避難のタイミングの検討。
③マイ・タイムライン作成を通じた，避難に向けた準備行動及び行動するタイミングの検討。
※家庭におけるマイ・タイムラインの作成を支援する為，家族構成に応じた４つの作成例や，
作成支援動画を制作し，県ホームページへ掲載している。

↑ マイ・タイムライン作成支援動画

← 県庁見学における
マイ・タイムライン作成
講座（県政シアター）

ケアマネジャー等への →
マイ・タイムライン作成講座
（利根町役場大ホール）

← マイ・タイムラインの作成例 8



日時：令和2年11月29日

場所：秋山下生活改善センター

目的：浸水想定及び土砂災害警戒区域に居住する市民を
対象とした防災出前講座を開催することで、災害時に適切
な行動がとれるよう、市民の避難力を強化すること。

概要：防災出前講座の一環として市内を流れる２級河川で
ある花貫川洪水浸水区域の自主防災組織に対し防災講座
を行った。

講座では、市から大雨時のマイ・タイムラインについて説
明したあと、実際に作成をしてもらった。

また、高萩工事事務所及び市消防予防課からも防災に関
する講演を行った。

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

自主防災組織に対する防災講座の実施
（自主防災組織に対し防水・防災講座を実施） 秋山下地区

実施内容

高萩市
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（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

市民に対するマイ・タイムライン普及啓発
（市報においてマイ・タイムラインの啓発を実施）

実施内容

昨年度の水害や豪雨の多発
を受けて、令和2年市報12月

号において、市民に対して「マ
イ・タイムライン」の普及・啓発
を行った。

新型コロナウイルス感染症
の感染拡大を受けて、避難す
る際の対策を含めた啓発を
行った。

高萩市
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達，避難計画等に関する事項

マイ・タイムライン作成講習会

令和２年度の取組状況

１ 河川国道事務所と連携し，要配慮者利用施設の管理者等を対象に，「マイ・タイムライン作成講習会」を開催した。

２ 講習会後にアンケートを実施し，下記のとおり回答を得た。（参加者１２名全員回答） ※質問及び回答は一部を抜粋

①今回の講習会の内容は理解できましたか。
→理解できた（50%），概ね理解できた（50%）
②水害からの逃げ遅れゼロに向けて，マイ・タイムラインは有効だと思いますか。
→有効だと思う（100%）
③講習会で避難先を検討したとき，困ったことはありますか。
→公共の避難所まで徒歩では遠い，避難のタイミング，感染症対策が不安 等
④令和元年度東日本台風の際は，どのような避難行動を取りましたか。
→台風情報を確認した，居住地と上流の雨量を確認した，水位情報等を確認した，ハザードマップを確認した 等

３ 今後について
今回の講習会で得られた回答を基に，より分かりやすい講習会を行っていくとともに，実際の災害時にどういった時期に
どのような情報発信方法が適切であるかを検討していく。

ひたちなか市
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組
②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

防災教育の促進

令和２年度の取組状況

１ 国・県と連携し，マイ・タイムライン作成講習会を開催した。

日 時 対 象 日 時 対 象

９月１８日（金） 市職員 ２月１３日（土） 大宮地域（自主防災会・区）

１１月１４日（土） 山方地域（自主防災会・区） ２月２７日（土） 大宮地域（自主防災会・区）

１１月２８日（土） 御前山地域（自主防災会・区）

【山方地域】 【御前山地域】

※ 久慈川及び那珂川の浸水想定区域を含む地区の自主防災会・区の役員を対象とした。

２ 令和３年度においては，自主防災会・区の要望により，優先度の高い地区から直接住民が
参加する講習会を開催する予定

【講習会の概要】
・水害リスク（市洪水ハザード

マップの説明等）について
・マイ・タイムラインの作成

（説明後，実習）

常陸大宮市

中止（新型コロナウイル感染症
緊急事態宣言等を考慮）



避難所の開設・運営方法の周知
新型コロナウイルス感染症に伴う避難所の開設・運営方法の変更に関して，チラシの作

成及び住民への説明会を実施した。

東海村

新型コロナウイルス感染症の感染予防・拡大防止のた
め，最初の段階で開設する避難所を増やすこと，警戒レベ
ルに応じて取るべき避難行動等をまとめたチラシを作成し，
全戸配布するとともに，地域ごとに説明会を実施した。

説明会の中では，災害時に安全が確保できないときに
は，迷わず避難行動を取ることや，その方法としては，縁
故避難など，避難所に行く以外も考えられることなどへの
理解促進を図った。 13



水防機材の操作訓練

町が配備した排水ポンプ車操作訓練の実施
浸水被害から町を守るため，町が配備した排水ポンプ車の操作訓練を実施しました。

実施内容

１．一級河川久慈川及び押川
令和２年１１月１３日(金)13時～

２．参加機関
株式会社クボタ(ポンプ生産業者)
大子町
・総務課
・災害対策本部排水班

３．訓練内容
・排水ポンプ車操作訓練

４．概要
令和２年９月に配備完了した町有の排

水ポンプ車の操作訓練を実施した。また
当該ポンプ車の運用に当たり，町は災害
時の排水班「Ｄ－ＦＯＲＣＥ」を発足し，
出動から排水ポンプ設営までの手順を確
認した。

町内の運用をもちろんのこと，町外へ
の広域支援を視野に入れ，今後取組方針
を検討していく。

写真１

写真２

位置図

大子町

訓練実施箇所
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笠間市

15



【グループワークの様子】

（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達，避難計画等に関する事項

要配慮者利用施設における避難計画の作成及び訓練の促進

令和２年度の取組状況

・令和２年１０月６日に常陸河川国道事務所，水戸地方気象台，茨城県と共同で要配慮者利用
施設の避難確保計画作成に係る講習会を開催

・講習会後，参加した対象施設全てで避難確保計画が作成済となった。
・浸水想定区域および土砂災害警戒区域内に立地する対象施設の防災に対する意識の向上，防
災体制の向上に繋がった。

茨城町
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達，避難計画等に関する事項

住民への確実な情報伝達方法の確立

令和２年度の取組状況

城里町

■ 防災行政無線の再整備
防災行政無線のシステムについては、合

併以来、別々のシステムで運営してきたため、
町内同一システムの統一とデジタル化を図る
ために整備を行った。

複数の情報伝達手段を、一元化発信可能な
防災情報システムを整備することで、迅速か
つ的確に提供可能となる。

（令和元年度～２年度 整備工事）

屋外拡声子局

■ 戸別受信機の全戸配布
防災行政無線放送を，屋内でも確実に情

報が得られるよう，戸別受信機を希望する
世帯へ無償で貸与する。

（令和２年度～）

配布する「戸別受信機」
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18

筑西市水害ハザードマップの改良、周知、活用

洪水ハザードマップの更新・周知
想定最大外力にもとづいた洪水を対象に、筑西市洪水ハザードマップを更新・改訂

実施内容

災害に備えるツールの１つとして活用していただくように防災情報などを改訂し
「筑西市洪水ハザードマップ（2020年8月改訂版）」を市内全戸（約37,700世帯）
に配布。また、情報面には「避難行動判定フロー」や「避難情報のポイント」を
新たに追加し、危険箇所の確認に加え、分散避難の考え方や避難情報の確認など
の解説も掲載。
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19

筑西市防災教育の促進

小学生を対象とした防災教育の実施
小学校の防災訓練の中で、洪水ハザードマップを活用した水災害教育の取組

実施内容

市内小学校において、筑西消防署と共に大規模地震を想定した各種訓練を実施し、
防災意識の高揚及び災害時の対応能力の向上を図るとともに、洪水をはじめ、水害
からの避難を想定し、洪水ハザードマップを活用しながら、警戒レベル、防災関連
グッズなどを説明・指導する防災コーナーを併設し、防災知識の普及を推進。

○ 令和2年10月 2日(金) 嘉田生崎小学校・・・・141名参加
○ 令和2年10月20日(火) 村田小学校・・・・・・163名参加
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つくばみらい市

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

行政区などで、小規模での「防災講座」を開催しました。

令和２年度の取組状況

〇浸水想定区域内の行政区及び自治会等の住民を対象に，防災講座「水害時における避難体制
の構築について」を開催し，災害時における，新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所の
開設方針や，避難所での感染リスクを考慮した，「分散避難」や「車中泊避難」の検討，さらに，避難
時における，自助・共助の重要性を伝えました。

2020年 8月30日（日） 谷井田南３区
2020年 9月20日（日） 青木地区
2020年 11月 15（日） 谷井田北５区

その他，山王新田７期及び８期等地区等にて実施。
※新型コロナウイルス感染症対策のため，屋外にて規模を縮小し，当講座を実施しました。
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避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認
（水害対応タイムライン）

新型コロナウイルス感染症対策を講じた避難所設営訓練を実施
水害発生時を想定した避難所において、感染症対策を講じた避難所設営訓練を実施しました。

目 的

新型コロナウイルス感染症が拡大し
た社会情勢の中で避難所を開設す
ることが想定される状況を受けて、避
難者や地域住民の協力をいただきな
がら、避難所開設・運営訓練を実施
し、実災害に向けての備えを強化し
た。

龍ケ崎市

21

内 容

●実施日
令和２年７月１２日（日） ９時～１１時

●実施場所
松葉小学校、松葉コミュニティセンター

●参加者
市職員、松葉小学校教職員，松葉地区住民、避難地区住民
（馴柴地区、北文間地区、川原代地区）、セッツカートン株式
会社等 計５９名

●実施内容
避難所受付訓練，テント・間仕切り設営訓練等

⇓
受
付
訓
練
の
様
子

⇓間仕切り設営訓練の様子
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水防に関する広報の充実
（水防団確保に係る取組）

水防活動の担い手となる水防団員の募集を強化
水防団員の募集チラシを作成し、全戸配布（約３２，０００世帯）を行いました。

目 的

近年、令和元年房総半島台風、令和元年東日本台風
等大規模災害が増えており、消防団の役割が広がって
いることから、若年層をはじめ、より多くの担い手を確保
し、災害に強く、安心して暮らすことのできる龍ケ崎市を
目指すことを目的に新入団員募集のチラシを作成し、全
戸配布しました。

また、チラシの配布と併せ、市広報紙「りゅうほー」にお
いて、台風・集中豪雨時の堤防巡視活動や堤防決壊予
防活動等を紹介し、消防団の水防活動における役割を
発信することで、活動に対する市民への理解促進を図
りました。

龍ケ崎市

22

内 容

●実施時期
令和２年１１月

●配布対象者
龍ケ崎市民全世帯（約３２，０００世帯）

●実施結果
チラシを見た市民が消防団員（水防団員）として加入
しました。

⇓

作
成
・全
戸
配
布
し
た
募
集
チ
ラ
シ【
表
面
】
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【事例：右図】
○藤代紫水高校にて第1
学年約240名に対し、防
災士8名及び市職員によ
る防災講座(R2.11.26)

【他の主な事例(抜粋)】
○地元のマイ・タイムライ
ンリーダー外部講師によ
る市新採職員22名への

マイ・タイムライン作成講
座(R2.11.18)

○取手一高における地
域マイスター授業にて、
防災に関する講座を実
施(R2.6.24,R2.11.4)

タイトル
（別添の『実施する施策一覧表』の黄色ハッチングから選択記載）

実施内容

地域の自主防災組織、自
治会、学校、企業等からの
出前講座要望があった際
は積極的に参加し、啓発
活動に取り組んでいる。

市職員のみならず、防災
士会、地域防災リーダー
の方などと密に連携を取り、
行政と地区が一体となった
普及活動を進める。

取手市

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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【事例1：上図】
日付:令和2年10月28日
対象：市立白山小学校
人数：第4学年67名
講師：取手市

【事例2：下図】
日付:令和2年12月10日
対象：市立取手小学校
人数：第6学年約70名
講師：国交省、取手市

タイトル
（別添の『実施する施策一覧表』の黄色ハッチングから選択記載）

実施内容

「逃げ遅れゼロ」を目指し、
市内の小学生を対象とし
た防災教育を実施した。

内容は、年齢に合わせた
防災概要説明から始まり、
ハザードマップの見方、自
治体の取り組み、「逃げ
キッド」によるマイ・タイム
ライン作成など多岐にわた
る。

取手市

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組
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（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

実施内容

守谷市

○総合受付での検温

〇新型コロナウイルス影響下における災害への備えとして，令和２年９月６日（日）に，郷州小学
校をモデル避難所として，避難所開設・運営等の訓練を実施した。参加者（自主防災組織の代
表，まちづくり協議会の代表及び浸水想定区域内（みずき野地区）の住民）には一般避難者，体
調不良者及び要配慮者役として，検温，健康チェックシートの記入からゾーン分けされた避難所
内の移動及びテントや段ボールベッドの組み立てを行う等，新型コロナウイルス影響下における
避難所を体験していただいた。

訓練の様子
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防災教育の促進

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

・稲敷市立新利根小学校で，「逃
げキッド」を使用したマイタイム
ライン講習会を実施。

・当小学校からの要望により，
霞ヶ浦河川事務所職員を講師にお
招きし，貴重な体験談を交えなが
ら講習を進めていただきました。

・当小学校は利根川浸水想定区域
と霞ヶ浦浸水想定区域に挟まれた
位置，さらに県管理1級河川であ
る小野川と新利根川に挟まれた位
置にあり，浸水は身近に起こり得
る災害であることを認識てもらい
ました。

・新型コロナウイルス感染症対策
をしながらの講習となりましたが，
今後もこういった機会を増やして
まいります。

位置図

稲敷市

（２）円滑かつ迅速な避難のための取組

小学生を対象とした防災教育の実施

実施内容
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つくばみらい市

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

行政区などで、小規模での「防災講座」を開催しました。

令和２年度の取組状況

〇浸水想定区域内の行政区及び自治会等の住民を対象に，防災講座「水害時における避難体制
の構築について」を開催し，災害時における，新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所の
開設方針や，避難所での感染リスクを考慮した，「分散避難」や「車中泊避難」の検討，さらに，避難
時における，自助・共助の重要性を伝えました。

2020年 8月30日（日） 谷井田南３区
2020年 9月20日（日） 青木地区
2020年 11月 15（日） 谷井田北５区

その他，山王新田７期及び８期等地区等にて実施。
※新型コロナウイルス感染症対策のため，屋外にて規模を縮小し，当講座を実施しました。
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（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組
①情報伝達、避難計画等に関する事項

タイムライン（ホットラインを含む）に基づく首長も参加した実践的な訓練
新型コロナウイルス感染拡大防止対策を講じた避難所開設訓練

実施内容

７月２２日に利根町役場・
利根町文化センターにお
いて，コロナウィルス感染
対策を講じた，避難所開
設訓練を実施。

災害対策本部を設置し，
職員の初動訓練を行った。
コロナ禍ということもあり，
各区の区長等と利根町防
災士会の方々に，見学し
て頂いた。

利根町

令和２年度の取組状況

① 受付時の訓練として，防護服着用職員による受付・検温
② 3密を避けるための，間仕切り設置訓練
③ 対策本部と避難所をリモートによる接続。モニターを通しての現場中継訓練。
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取り組み
②平時からの住民等への周知

実施内容

・令和２年４月
ハザードマップを全戸に配布。

・令和２年６月
古河ケーブルテレビに委託して、ハザードマップ・

ガイドブック啓発動画を作成。ケーブルテレビで適
宜放映中。

動画はDVDにして、貸出にも対応。

・令和２年８月

上記ケーブルテレビ作成の動画とは別に、マイ・
タイムラインを作成するための動画を作成。市ホー
ムページにて、公開。

全６回の動画に分け、令和元年東日本台風（台
風１９号）の時の振り返りから、ハザードマップ・ガイ
ドブックを用いて、水害が起きる仕組み、水害から
命を守る行動について解説。

動画を通してマイ・タイムラインの作成を学べるつ
くりとなっています。

古河市マイ・タイムライン作成啓発動画の作成

○水害から「命」を守るための行動をとってもらうため、ハザードマップ・ガイドブック
に沿って、マイ・タイムラインの普及啓発動画を作成し、周知しています。
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水害を想定した避難所運営・情報伝達訓練，及び避難所受付デモンストレーション

実施内容

〇日時 令和２年１１月２９日（日）９時～１２時

〇場所 市民文化センター アクロス

〇参加者

自治協力員及び自主防災組織代表者等
（約１００名）

〇目的

自治協力員及び自主防災組織代表者等に
防火・防災に関する関心を喚起し，自主防災組
織結成促進及び避難所開設・運営意識の高揚
を図る

〇内容
①防災講演会

「避難所の開設と運営」
②情報伝達訓練

「結城市LINE公式アカウント」を利用した市
民への周知訓練

③避難所受付訓練
新型コロナウイルス感染症対策を講じた避

難所受付のデモンストレーション
（女性消防団による実演）

④参加者による意見交換会

結城市（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

①平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項
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住民が参加する避難訓練

実施内容

１．訓練実施日
令和２年８月１０日（月・祝）

２．参加機関
下妻市（市長以下災害対策本部
員・消防交通課職員）・
下妻市消防団・下妻消防署・
下妻警察署・陸上自衛隊第1施設
団本部及び第１０１施設器材隊

３．訓練内容
・災害対策本部運営訓練
・段ボール間仕切り・段ボールベッド
作成・設置

・避難所開設・運営訓練

４．概要
災害対策本部運営訓練後、市職員（避

難所担当・保健師）が市総合体育館に参
集し、間仕切り・段ボールベッドの作
成・設置、避難所の開設・運営訓練を実
施した。

位置図

訓練実施箇所

下妻市

コロナ禍の情勢を鑑みて、職員・関係機関等で訓練を実施
市民の参加は呼びかけず、災害対策本部運営訓練、避難所開設・運営訓練等を実施しました。
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常総市 防災士連絡協議会による
介護予防教室でのマイ・タイムライン講習

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組
②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

実施内容

〇当市の福祉部門が支援してい
る『介護予防推進教室』において，
教室参加者を対象に，常総市
防災士連絡協議会の会員が講
師をつとめ，マイ・タイムライン作成
教室を開催しました。
この取り組みは，第一に自力避
難するための体力向上を図りつつ，
水害の際の逃げる計画（マイ・タ
イムライン）を自身で計画すること
で，より逃げ遅れゼロの取り組み
になること，第二に講師は，講
師・補助者を経験することによって
自身のマイ・タイムラインリーダーと
して研鑽ができる…という２つの要
素を兼ねた事業となっています。

〇実施回数 6回（R3.3.1時点）
〇参加人数 86人（R3.3.1時点）

位置図

常総市
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筑西市水害ハザードマップの改良、周知、活用

洪水ハザードマップの更新・周知
想定最大外力にもとづいた洪水を対象に、筑西市洪水ハザードマップを更新・改訂

実施内容

災害に備えるツールの１つとして活用していただくように防災情報などを改訂し
「筑西市洪水ハザードマップ（2020年8月改訂版）」を市内全戸（約37,700世帯）
に配布。また、情報面には「避難行動判定フロー」や「避難情報のポイント」を
新たに追加し、危険箇所の確認に加え、分散避難の考え方や避難情報の確認など
の解説も掲載。
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34

筑西市防災教育の促進

小学生を対象とした防災教育の実施
小学校の防災訓練の中で、洪水ハザードマップを活用した水災害教育の取組

実施内容

市内小学校において、筑西消防署と共に大規模地震を想定した各種訓練を実施し、
防災意識の高揚及び災害時の対応能力の向上を図るとともに、洪水をはじめ、水害
からの避難を想定し、洪水ハザードマップを活用しながら、警戒レベル、防災関連
グッズなどを説明・指導する防災コーナーを併設し、防災知識の普及を推進。

○ 令和2年10月 2日(金) 嘉田生崎小学校・・・・141名参加
○ 令和2年10月20日(火) 村田小学校・・・・・・163名参加
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（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達，避難計画等に関する事項

タイムライン（ホットラインを含む）に基づく首長も参加した実践的な訓練

令和２年度の取組状況

坂東市

〇 茨城県・坂東市避難力強化訓練を実施

令和２年１０月３１日（土）、市立七重小学校、小山上農村集落センター、特別
養護老人ホーム延寿館、坂東市役所を会場として、 迅速・的確な避難行動の普

及啓発、感染症に対応した避難所の開設運営、マイ・タイムラインの普及等を目
的に、茨城県と共同で「利根川の洪水からの避難」を想定した訓練を実施 した。

マイ・タイムライン作成講座 要配慮者の避難感染症に対応した避難所設営 35



（１）円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

小学生を対象とした防災教育の実施

令和２年度の取組状況

坂東市

〇小学生を対象とした防災教育の一環としてマイタイムライン作成
講座を開催

令和２年 ９月１５日 坂東市立七郷小学校 ５年生、６年生 ６３名
令和２年１１月１７日 坂東市立沓掛小学校 ５年生、６年生 ８５名
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つくばみらい市

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

行政区などで、小規模での「防災講座」を開催しました。

令和２年度の取組状況

〇浸水想定区域内の行政区及び自治会等の住民を対象に，防災講座「水害時における避難体制
の構築について」を開催し，災害時における，新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた避難所の
開設方針や，避難所での感染リスクを考慮した，「分散避難」や「車中泊避難」の検討，さらに，避難
時における，自助・共助の重要性を伝えました。

2020年 8月30日（日） 谷井田南３区
2020年 9月20日（日） 青木地区
2020年 11月 15（日） 谷井田北５区

その他，山王新田７期及び８期等地区等にて実施。
※新型コロナウイルス感染症対策のため，屋外にて規模を縮小し，当講座を実施しました。
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②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

新型コロナウイルス感染症を踏まえた職員による避難所開設訓練を実施

実施内容

１．八千代町中央公民館及び総合体育館
令和２年８月３０日（日）９時～

２．参加者
・町職員（全職員）
・筑西保健所
・下妻警察署
・ダンボール制作会社

３．訓練内容
・検温、受付
・誘導（健康な避難者、要配慮者、発熱

者等、複数パターン）
・パーテーション及びダンボールベッド

の組み立て
・防護服の着脱

４．概要

コロナ禍における水害の発生を想定し、避
難所での検温や３密の回避、体調不良者へ
の対応等についての訓練を実施した。数多
くの避難所を開設する観点から、全職員参
加とした。訓練を通して災害時の対応につ
いての理解を深めることができた。

八千代町
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圏央道の境・古河 I C近くに40ft型のムービングハウスを32台を合棟して建設

クレーンによる組立・解体 受付のIT化 ツイン×２部屋 シングル×45部屋 廊下

(１) 円滑かつ迅速な避難のための取組
① 情報伝達、避難計画に関する事項

・隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築等）

移動式宿泊施設ホテルスタンバイリーグさかい

ムービングハウス・コンテナハウスを用いた移動式宿泊施設等整備

境 町
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40

20ft（6m）コンテナハウス（宿泊用）40ft（12m）コンテナハウス（機能別）

4台保有 8台保有

医療用 ｼｬﾜｰﾄｲﾚ用

キッチン用 多目的用

20ft型の1台を東京都三鷹市に無償貸与中

（PCR検査スタッフ用施設として運用）

(１) 円滑かつ迅速な避難のための取組
① 情報伝達、避難計画に関する事項

・隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築等）

ムービングハウス・コンテナハウスを用いた移動式宿泊施設等整備

境 町
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CLT建設技術及びモバイルオフグリット技術

を活用し、移動式応急仮設住宅を共同開発研究

CLT（直交集成材）パネル造技術グランピング型CLT combo

木材建造物として

国産材の利用拡大・自給率向上

CO 削減による地球環境に配慮
２

スタンバイリーグさかい前に設置

境町、住友林業、協働ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑとの
包括連携協定を締結

6.8m

2.8m

2.2m

CLT comboイメージ

(１) 円滑かつ迅速な避難のための取組
① 情報伝達、避難計画に関する事項

・隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築等）

CLT移動式木造建築住宅を導入

境 町

41



● 定住人口の増加及び周辺地区の活性化を目的

● 水害時は「緊急避難場所」として使用できる仕様で建設

▶ 緊急避難場所：約300人／1棟

▶ 屋上にレスキューポイント設定

（屋上面積 367.60㎡）

▶ 避難可能人員：約600人／2棟

A棟屋上面積 375.52㎡

B棟屋上面積 305.32㎡

Ｒヘリによる緊急
救助スペース

アイレットハウス モクセイ館 アイレットハウス さくら館

(１) 円滑かつ迅速な避難のための取組
① 情報伝達、避難計画に関する事項

・隣接市町村における避難場所の設定（広域避難体制の構築等）

PFI方式による定住促進住宅整備事業

境 町

42



コロナ禍の広域避難対応

① 新たな広域避難用パンフレットの作成

② 垂直避難検討マップの作成

東京大学大学院
片田特任教授監修

命を守るため、2.5m以下の
浸水地域（境町基準）を目安
に自ら垂直避難の可否を判断

台風19号の住民アンケート結果を反映

新たな町外の指定緊急避難場所4箇所を確保

(１) 円滑かつ迅速な避難のための取組
② 平素からの住民への周知・教育・訓練に関する事項

・水害ハザードマップの改良・周知・活用

広域避難用パンフレット・垂直避難検討マップの作成

境 町
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◎実施日 令和２年９月１０日（木）
◎会 場 牛堀公民館
◎参加者 市長･副市長・職員４１名

（福祉・教育部局がメイン）
（管理職１６名・一般職２５名）

避難所開設訓練の実施
職員による感染症対策を考慮した避難所の開設・運営訓練の実施

（①受付開設訓練 ②テント・間仕切り等避難所備品の設置訓練）

訓練内容

訓練内容
①想定は、大雨による自主避難所開設
②受付開設訓練（避難所運営マニュアル参照）

・本部より、避難所開設命令
・担当職員の配置（運営責任者・担当）
・備品確認・施設の安全確認

及び各部屋の鍵の確認
・受付訓練
・IP無線開所（閉所）報告訓練

③避難所割振り（仕切り・テント設置）訓練
演習１・・・受付開設訓練

①施設の安全確認（各施設鍵・駐車場）
・【様式１】避難所開設準備ﾁｪｯｸｼｰﾄ

②備品の確認
③受付設置

・避難所表示板、諸注意、テーブル類
・感染予防対策（検温、消毒、防護類）
・【様式２】避難者名簿
・【様式３】避難者管理台帳

④受付方法確認
（一般避難・要配慮者のエリア分け）

演習２・・・避難スペース等設置訓練
①避難所別レイアウト（案）の確認
②一般避難者のスペース設置

・通路の確保
③要配慮者避難スペースの確認

写真１

写真２

位置図及び実施内容

潮来市
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令和２年度の取組状況 発達する熱帯低気圧に関する情報の充実

水戸地方気象台

台風接近時の防災行動計画（タイムライン）に沿った対応を効果的に支援するため、24 時間以内

に台風に発達する見込みの熱帯低気圧の予報を、これまでの1日先までから5日先までに延長

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項
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水戸地方気象台

令和２年度の取組状況 大雨特別警報解除後の洪水への警戒呼びかけの改善

警報への切替に合わせて今後の洪水の見込み
について情報を発表

大雨特別警報解除後の洪水への警戒を促すた
め、特別警報の解除を警報への切替と表現

メディア等を通じ住民へ適切に注意喚起

今後の洪水の見込みを発表し、引き続き洪水の危険
があること、大河川においてはこれから危険が高まる
ことを注意喚起

警報への切替に先立って本省庁の合同記者会見等を
開催することで、メディア等の協力を得て住民に警戒
を呼びかける（ＳＮＳや気象情報、ホットライン、ＪＥＴＴによる解説な

どあらゆる手段で注意喚起）

★気象庁ホームページにおける「河川氾濫に関す
る情報」は「府県気象情報」で確認

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項
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（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

「危険度分布」において「本川の増水に起因する内水氾濫（湛水型の内水氾濫）の危険度」も
確認できるよう、本川流路の周辺にハッチをかけて危険度を表示するように改善。

①情報伝達、避難計画等に関する事項
水戸地方気象台

「危険度分布」で本川の増水に起因する内水氾濫の表示を改善
令和２年度の取組状況
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水戸地方気象台

令和２年度の取組状況

令和2年9月9日 結城市民文化センターアクロス

茨城県主催による「いばらき防災大学」において、
気象情報の「利活用」について講義を行い、並び
に気象庁ワークショップを開催。

令和2年10月9日 茨城県庁（台風第14号）

茨城県庁と気象台の2箇所で台風第14号の接近

に伴う説明会を開催。茨城県庁での説明は県内
の市町村や関係機関へWeb配信を実施。
※他、令和2年9月23日台風第12号説明会を実施

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

①情報伝達、避難計画等に関する事項

防災情報等に関する説明会の開催出前講座等を活用した講習会の開催
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水戸地方気象台

令和２年度の取組状況

（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

eラーニング教材「大雨のときにどう逃げる」の提供
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（１） 円滑かつ迅速な避難のための取組

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項

令和２年度の取組状況

水戸地方気象台

令和2年9月30日 常陸太田市立郡戸小学校

〇郡戸小学校に職員を派遣し、防災知識に関する普及啓発を実施（9月30日）。
〇堀原小学校に職員を派遣し、防災知識に関する普及啓発を実施（10月2日、11月17日）。

令和2年10月2日 水戸市立堀原小学校

小学生を対象とした防災教育の実施
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